
非自発的失業者の国民健康保険税が軽減されます
■対象者
⑴　雇用保険の特定受給資格者

倒産・解雇などの理由により、再就職の準備をする時間的余裕がなく、離職を余儀なくされた方
（雇用保険受給資格者証の離職理由が、11・12・21・22・31・32 に該当する方）

⑵　雇用保険の特定理由離職者
期間の定めがある労働契約が更新されなかった方、そのほかやむを得ない理由により離職した方
（雇用保険受給資格者証の離職理由が、23・33・34 に該当する方）
※上記に該当しても、「65歳以上の離職者」および「特例受給資格者（季節雇用などの方）」は対象外となります。
ただし、災害や大幅な所得減少などの理由で国民健康保険税の納付が困難な場合、申請により減額や免除を
受けられることがありますので、詳しくはご相談ください。

■提出書類
・非自発的失業者に係る国民健康保険税軽減申告書
…保険医療課（市役所１階）５番窓口または市公式ホームページ→申請書ダウンロード→保険医療課→「非自発的
失業者に対する保険税の軽減制度」からダウンロード

・雇用保険受給資格者証

■対象期間
　離職日の翌日から翌年度末まで（最長２年間）が保険税の軽減対象期間となります。
　例）離職日　令和３年３月31日～令和４年３月30日　⇒　令和４年度末（令和５年３月31日）まで
　　　離職日　令和４年３月31日～令和５年３月30日　⇒　令和５年度末（令和６年３月31日）まで
国民健康保険に加入中は、途中で就職しても引き続き対象となりますが、会社の健康保険に加入するなどして国民
健康保険を脱退した時点で終了となります。

■軽減内容
国民健康保険税は所得などをもとに計算されており、軽減対象期間中はその所得を100分の30とみなして計算しま
す。

　　※申告が遅れても、さかのぼって軽減を受けることができる場合があります。詳しくはご相談ください。

申込方法

　使用していない比較的良好な状態の空き家については、貸家で活用が可能な場合があります。そのような空き家を
中空知住み替え支援協議会に登録することにより、利用したい方にあっせんすることができます。

※その他、協議会が必要と認める資料の提出をお願いする場合があります。
※協議会の担当者が建物の確認に伺います。

建物の概要がわかるもの（図面、確認申請
書、登記簿、公図等）をお持ちのうえ問合
先（中空知住み替え支援協議会）の窓口で
申請してください。

空き家を利活用しませんか？

問合先 建築住宅課　Tel. 28-8040
中空知住み替え支援協議会（中空知地域職業訓練センター内）　Tel. 24-1880

問合先 保険医療課  Tel.28-8016
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